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• 日本のSDGs認知度は最高レベル
• 日本においてSDGsの内容を知っている割合は最低レベル

公益財団法人旭硝子財団「生活者の環境危機意識調査」（日本と海外24か国で実施、2022年）

電通第6回「SDGsに関する生活者調査」（2022年2月実施）朝日新聞第8回認知度調査より（2023年2月実施）





2030年へ向けた
中間評価

GSDR2023

国連事務総
長に任命さ
れた15人の
独立科学者
による4年
に一度の報

告書

https://sdgs.un.org/gsdr/gsdr2023



Sachs, J., Schmidt-Traub, G., Kroll, C., Lafortune, G., Fuller, G. (2019, 2020): Sustainable Development Report 2019, 
2020. New York: Bertelsmann Stiftung and Sustainable Development Solutions Network (SDSN).
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日本の弱みは社会・環境のサステナビリティと経済の統合
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SDGs達成に必要なのはトランスフォーメーション【変革】

Global Sustainable Development Reportで提示する「Sカーブ」モデル
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Independent Group of Scientists (IGS) 2023 Sep (tbc), Global Sustainable Development Report 2023, United Nations
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2030年以降も続く目標への取り組み

GSDR 2023 の主要メッセージ



8.3%
11.0%

35.9%

34.8%

9.9%2.1%
5.2%

24.5%

48.4%

19.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

売上25％程度 50％程度 75％程度 95～105％ 105％超

SDGsへの取組みが低い事業者（計181社）
SDGsへの取組みが高い事業者（計192社）

売上回復度合い（対2019年比）

事
業
所
数
構
成
比

SDGsと経営課題 SDGsへの意識とコロナ禍前からの売上回復度合い

下記のグラフは、SDGsへの意識が高い先と低い先の、コロナ禍前からの売上回復度合いの分布を見た
ものである。
SDGsへの意識が高い事業者の方が低い事業者に比べ、コロナ禍前と比較した売上が95％以上となっ
ている先の構成比が高く、分布の山が全体的に右側に寄っている。
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SDGsと売上（対2019年比）の関係

資料：（公財）地方経済総合研究所「2022年事業者アンケート調査」,2022年5月
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弱い コロナ禍対応への結びつき 強い

SDGsと経営課題 SDGsへの意識とコロナ禍への対応

同様のグルーピングにて、「SDGsへの対応がコロナ禍への対応に結びついたか」を尋ねた。
SDGsへの意識が高い事業者は、「多少結びついた」「非常に結びついた」合計で約5割となる一方、低
い事業者は「あまり結びつかなかった」「全く結びつかなかった」合計で98.7％となり、ほぼ全先を占めた。
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SDGsへの対応がコロナ禍への対応に結びついたか

資料：（公財）地方経済総合研究所「2022年事業者アンケート調査」,2022年5月



2016年
５月２０日 総理を本部長、全閣僚を構成員とするＳＤＧｓ推進本部を設置
９月１２日 第１回円卓会議を開催
１２月２２日 実施指針を決定（推進本部決定）
2017年
7月 国連ハイレベルポリティカルフォーラムにて日本レビュー発表
12月 第1回ジャパンSDGsアワード

「SDGsアクションプラン2018」発表
2019年
6月 「拡大版SDGsアクションプラン2019」
9月 国連SDGsサミット・GSDR2019公表
12月 第3回ジャパンSDGsアワード

円卓会議主催「実施指針改定へ向けたステークホルダー会議」
「SDGsアクションプラン2020」発表
SDGs実施指針改訂

2021年
7月 国連ハイレベルポリティカルフォーラムにて日本レビュー発表
2022年
7月 「第1回SDGs実施指針改定へ向けたパートナーシップ会議」
10月 「第2回SDGs実施指針改定へ向けたパートナーシップ会議」
12月 提言提出（円卓会議→推進本部）
2023年
9月 国連SDGサミット・GSDR2023公表
12月 実施指針改定
2024年 Summit of the Future
2030年
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SDGsをめぐる日本政府の主なプロセスSDGsをめぐる日本政府の主なプロセス
G７ 伊勢志摩サミット

G７ 広島サミット

G７サミット 議長国



2022年国民会議（パートナーシップ会
議：7月と10月開催）を経て2023年

実施指針改定へ提言
１．SDGsの本質は成長戦略

• サステナビリティが国際競争力を
決定：電気自動車、再エネ、
人権デューデリジェンス・・・

• 新たなコラボレーション（パート
ナーシップ）がビジネスチャンスに

• 好事例のスケールアップは政策の
役割
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サステナビリティへの取り組みを加速する必要

２．SDGs推進基本法の制定
• 来年のG7、SDGsサミットへ向けたリーダーシップのカギ
• 議員立法での制定。
• 内閣府あるいは内閣官房に事務局を置いて定常的な政策実施が必要

３．日本のターゲット制定が必要
• 2030アジェンダに誠実に応答する必要
• 国としてのターゲット設定：ターゲットは、地球規模レベルでの目標を踏ま

えつつ、各国の置かれた状況を念頭に、各国政府が定めるものとなる。ま
た、各々の政府は、これら高い目標を掲げるグローバルなターゲットを具体
的な国家計画プロセスや政策、戦略に反映していくことが想定されている。
（2030アジェンダ パラ55）
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変革に必要なパートナーシップ（官民連携）
のカギ

• 地域において経営者を育てる
• 「意思」「意欲」があり、サステナブルな変革を起
こす会社を徹底的に応援する：メリハリのある政
策実施

機会の平等≠結果の平等

• 初期投資は重要
• 連携・関係性をつくる―ネットワーク
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2023年2月地方創生SDGs国際フォーラムパネルディスカッションより



地方創生SDGs金融を通じた自律的好循環の形成
「地方創生SDGs金融」 は、地方創生（地域課題の解決・地域経済の活性化）の実現に向
けて、SDGsの達成に取り組む地域事業者を金融面（投融資だけでなくコンサルティング等の
非金融サービスなども含む）から支援する施策であり、支援を通じてキャッシュフローを生み出し、
得られた収益を地域に再投資する「自律的好循環」の形成を目指している。
2020年10月に『地方創生SDGs登録認証等制度ガイドライン』を策定し、地方創生SDGs
に積極的に取り組んでいる地域事業者の「見える化」を通じて、地域のステークホルダーによる支
援を促進し、「自律的好循環」の形成を推進する。

2021年11月には、持続可能なまちづくりの実現に向けて、地方公共団体と地域金融機関等
が連携して地域課題の解決やＳＤＧｓの達成に取り組む地域事業者を支援する取組を促
進する観点から、内閣府特命担当大臣（地方創生）が表彰する「地方創生ＳＤＧｓ金融
表彰」を創設した。

登録・認証等制度
地方公共団体が、地域事
業者等の登録・認証等を
行い「見える化」することで
、(金融)支援を促進し、自
律的好循環の土台を

見える化

築く

３つの制度モデル

宣言 登録 認証
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各制度モデルごとにプロセス・要件等を例示
〇制度の目的
〇制度によるメリット
・地域金融機関等からの支援
・地方公共団体からの支援
・地域事業者等の事業等運営上のメリット

〇制度構築のプロセス
〇登録・認証等に当たって必要となる要件



地方創生SDGs登録・認証等制度の構築状況

掲載URL:https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/sdgs_kinyu2.html

（参考）
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登録認証等制度を構築している自治体数 ※令和５年3月31日現在（内閣府に報告があったものに限る）

宣言制度 登録制度 認証制度 合計

２４自治体 ５６自治体 ３自治体 ８３自治体



カギは登録・認証制度の構築（自治体）と
活用（地域事業者）
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SDGs先進モデルの創造と基準づくり
http://xsdg.jp/

xSDGコンソーシアム：SDGsを本気で推進する企業や自治体のコンソーシアム
• 共同研究：優良事例創出
• 分科会による諸問題検討

未来財務情報xSDG分科会：非財務情報とSDGsとの関係を検討
法とSDGs分科会：SDGs実現における法の役割、法律や契約との関係に
おけるSDGs、などを検討

• お悩み相談・マッチング
• 勉強会

Vision Sharing Partners（20社、6自治体）



SDGs認証制度構築へ向けて

目的
（まずは）中小企業をメインターゲットに、
「SDGs達成に向けた行動＝サステナブルな企業行動」
が如何なるものかを周知・定着させ、それら企業を「応援」しやすい仕組みを
つくること

留意点
• いわゆる「SDGsウォッシュ」を防ぎながら、難しくなりすぎない程度に認証制
度を構築

• 既存の自治体SDGs認証制度との連携を見据えつつ、標準的な認証制
度を確立

• 関係省庁（オブザーバー）の意見を積極的に取り込み、政策との整合性
ある制度構築を行いつつ、パートナーシップによる制度を実現
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【運営メンバー】

プロジェクトマネージャ
佐久間 信哉
（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教
授）

プロジェクトアソシエイト
小坂 真理
（東海大学教養学部人間環境学科 准教授）

事務局長
松田 孝裕（株式会社 MSS 代表取締役社長）

[アドバイザー] 
関係省庁（内閣府、金融庁、経済産業省、環境省等
の参事官、課長レベル）、自治体（認証制度導入済・
導入予定自治体）など

【認証制度検討専門家委員会 委員】

委員長：
蟹江 憲史（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究

科教授、xSDG・ラボ代表）

委員：
今田 克司：(一財)SIMI代表理事
石井直樹：石井造園株式会社代表取締役
大川 哲郎：株式会社大川印刷代表取締役社長
川廷 昌弘：GCNJ SDGsタスクフォースリーダー
国谷 裕子：キャスター、東京藝術大学理事、慶應義

塾大学特別招聘教授
澁澤 健：コモンズ投信株式会社取締役会長、シブサ

ワ・アンド・カンパニー株式会社代表取締役
清水 亘：アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法
共同事業 パートナー弁護士
高瀬 香絵：自然エネルギー財団 シニアコーディネーター
吉高 まり：慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科

非常勤講師、一般社団法人バーチュデザイン
代表理事

和田 恵：SDGs-SWY 共同代表

2023.08.17 KEIO xSDG Lab 19










